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大豆増産政策に転じた中国
─のしかかる米中対立と食料安全保障─
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〔要 旨〕

2022年はロシアのウクライナ侵攻、北半球の大半の地域を襲った大干ばつで穀物価格が高

騰、穀物争奪戦など世界全体に影響を及ぼす食料危機が生じた。その中で、各国はこれまで

以上に食料安全保障を意識するようになり、輸入依存を下げ、自給率を上げる政策に舵を切

りつつある。

中国はコメ、小麦の主食穀物はほぼ自給を達成しているが、食用油や良質な飼料（搾りかす）

向けに重要な大豆の需要は80%以上をブラジル、米国からの輸入に依存しており、中国は大

豆の自給率向上に動いている。2022年に大豆生産者補償額の相対的引上げなどの増産策が奏

功し、大豆生産量は前年比23.7%増え、史上初めて２千万トンの大台に乗った。今後も大豆増

産の方針だが、実現には耕地面積の制約など困難も多い。今、中国は大豆とトウモロコシの

混作、輪作などで困難を乗り越えようとしているが、農家が大豆の生産意欲を高める支援策

の強化が不可欠といえる。
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中国の統計では、「食糧」は、コメや小麦、

トウモロコシ、蕎麦、粟などからなる「穀

物」の他に、大豆などからなる「豆類」と

サツマイモ等からなる「芋類」を含む。そ

のうち、芋類の生鮮品５kgは食糧１kgに換

算して計上されている。ただ、中国では過

去半世紀以上にわたり、生産性向上のため

に食糧生産をコメ、小麦、トウモロコシの

３大穀物へ収れんさせる動きが進んできた。

全食糧生産量に占めるこの３大穀物の割合

は1950年代の６割から1980年には８割以上

へと上昇、2010年以降さらに９割以上へと

集中が進んだ。結果的に大豆など豆類や芋

類は補完的存在として他の雑穀と同様に軽

視されてきたのである。
（注１） 本稿では食べ物全般を指す「食料」と使い
分けている。

１　大豆増産に踏み切った
　　歴史的な背景　　　　

（1）　2,000万トン台に乗った大豆生産量

中国の2022年の食糧生産量は６億8,653

万トンと史上最高の生産量となった2021年

をさらに368万トン上回った。そのうち、コ

メだけは前年比435万トンの減産となった

が、小麦は78万トン、トウモロコシは465万

トン、大豆は389万トンの増産となった（第

１図）。特に大豆生産量は前年比23.7%増の

2,028万トンに達し、史上初めて２千万トン

の大台にのった（第２図）。

また、2022年にコメ、小麦、トウモロコ

シの三大穀物の作付面積はともに前年より

はじめに

2022年にロシアのウクライナ侵攻、北半

球の広範な地域を襲った大干ばつと大洪水

などにより、小麦、トウモロコシなど穀物

価格は史上最高水準に達し、穀物争奪戦が

世界的に繰り広げられるようになった。多

くの国は食料危機の意識を強め、食料の国

内増産に動き出している。中国はその一つ

である。また、中国特有の要因としては米

国との対立が激しさを増していることがあ

る。米国による対中穀物輸出制限への懸念

も国内増産の政策に転じつつある理由の一

つである。

中国では2022年に最大のコメ産地である

長江流域が62年ぶりの大干ばつに襲われた

にもかかわらず、中国全体の食糧生産量は

史上最高作だった2021年を0.5%上回る大豊

作となった。特に中国が輸入に依存する大

豆の生産量は前年比23.7%と急増した。大

豆増産は中国の食料安全保障の強化策であ

る。本稿は、その背景と要因を分析し、方

向性と政策的な持続性を検討する。

なお、大豆はFAOなど世界の農業統計で

は豆類に入っておらず、菜種やひまわり、

胡麻、油やしなど搾油して植物油を生産す

る「油糧種子」に組み込まれている。ただ、

大豆の発祥地とされる中国では、大豆は緑

豆や小豆、空豆など他の豆と一緒に古代か

ら人間の重要な食糧として消費されている

ため、大豆は人間の生存を支える基礎的な

食べ物を意味する「食糧」に属する（注１）。
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肉需要が増えた。人口が増加する中で、人

間の主食となるコメや小麦の需要が増える

のは当然だが、それ以上に中国では畜産向

けの飼料原料の需要が大きく伸びたのであ

る。畜産飼料は人間の食料と同様に主とし

て炭水化物とタンパク質からなる。世界で

最も効率的な炭水化物主体の飼料原料はト

ウモロコシであり、同じように最良のタン

パク質飼料は大豆から油を搾った後の大豆

粕である。大豆粕はタンパク質含有量が重

量の44～48%と高く、大豆以外の豆類のタ

ンパク質含有量約20％よりはるかに高い。

中国においては、1990年代以降、畜産飼料

の原料となるトウモロコシと大豆の需要が

急増するようになった。

問題は、中国では耕地面積の制約から主

食用のコメと小麦の自給を確保したうえで、

畜産の飼料原料となるトウモロコシと大豆

の増産に割ける余地は限られるという点で

ある。中国では1949年の新中国発足以降、

人口急増に対応して積極的な農地の開墾が

進められ、既に適地は開拓しつくされ、農

地に適さない傾斜地、乾燥地などが無理に

開拓され、生産性低下や環境破壊が深刻化

している。

こうした状況を踏まえ、中国は一つの大

きな決断を下した。1996年に大豆の輸入を

自由化し、大豆の新規需要を輸入に頼る政

策を打ち出した。大豆生産を限定し、トウ

モロコシの増産に集中する道を選んだので

ある。中国の単位面積当たりの収穫量では、

トウモロコシは大豆の約３倍にもなるため、

トウモロコシの生産拡大により、同じ面積

わずかに減少したが、大豆だけは前年より

21.9%拡大し、のべ1,024万haと1958年以降

64年ぶりの作付規模となった。それによっ

て2022年の大豆自給率は約３ポイントの大

幅上昇となり、17.8%にまで回復した。だ

が、それぞれ９割以上の自給率であるコメ、

小麦とトウモロコシに比べて極端に低いこ

とに変わりはない。振り返れば、1995年ま

では大豆の純輸出国であった中国が供給を

８割以上も輸入に依存するようになったの

はなぜか。

（2）　国内畜産振興のための選択と集中

中国では改革開放政策以降の経済成長と

それに伴う国民所得の上昇に並行して、食
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第1図　中国の4大食糧生産量
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第2図　中国の大豆作付面積と生産量
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生産抑制、大豆生産振興の政策誘導が始ま

った。

ちなみに1995～2022年の27年間に主食作

物の作付面積はコメが4.2％、小麦が18.5%

それぞれ減少したものの、生産量はコメが

12.6%、小麦は34.7%の２ケタ増産となった。

いずれも単収の増加によるものである。

（3）　大豆の対米輸入依存のリスク

トウモロコシ増産の傍ら、大豆の輸入量

は輸入自由化した1996年の111万トンから

2022年の9,110万トンへと82倍以上の驚異的

な拡大となった。2012年以降、世界の大豆

輸出量の約６割は中国向けという構造とな

っている。中国はトウモロコシの国内増産

と大豆の輸入拡大で国内の畜産業の発展を

支えたのである。

中国の大豆輸入先を見ると、自由化した

当初の1996、97年の輸入の約８割は米国か

らであった（第４図）。その後ブラジルから

の輸入が急速に拡大したが、それでも米国

からの輸入量は2017年まで変動しながらも

年間3,000万トン前後で推移し、対米輸入依

存率はおおよそ４割以上を維持した。そう

ではより多くの飼料原料を確保できるとい

う計算があった。

その結果、トウモロコシの作付面積は

1995～2015年の20年間に2,278万haから4,497

万haへとほぼ倍増し、その間大豆の作付面

積は16%、130万ha減少した（第３図）。生

産量をみると、同期間にトウモロコシは１

億1,199万トンから２億6,499万トンへと2.3

倍以上の増産となる一方、大豆は1,350万ト

ンから1,237万トンへ8.4%の減産となった。

一見、飼料原料の生産性は大幅に向上した

かにみえるが、トウモロコシに偏った生産

拡大はそれまで農業現場で経験的に保たれ

てきたトウモロコシと大豆の輪作体系を崩

し、トウモロコシの連作が常態化した。こ

れによって土壌の有機質低下と微生物バラ

ンスが崩れ、トウモロコシの生育に必要な

養分、ミネラル分の不足から肥料や農薬の

投入が増えることになり、生態系、生産コ

ストなどの面で負の影響が顕在化するよう

になった。こうした状況を改善するために、

後述のように、2014、15年頃からトウモロ

コシと大豆の輪作回復など、トウモロコシ
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第3図　中国の4大食糧の作付面積
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第4図　中国大豆の主な輸入先と輸入量
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ついての対外依存の懸念を深めたといって

いい。鄧小平以来の中国の改革開放政策の

根幹にある発想は、「市場と技術の交換」で

あり、中国が大量に輸入すれば、輸出国は

安心して供給するようになり、継続される

ことで相互依存関係が安定するというもの

であった。だが、米中対立はその認識を打

ち崩すものであり、中国は農産品の中で最

も輸入依存度の高い大豆に関して深刻な懸

念をもったのである。結果的に中国の農政

のなかで、大豆は主食のコメ、小麦に近い

地位を得たと言えよう。

習近平総書記は、中国共産党の理論誌

『求是』（2022年３月31日号）に発表した署

名論文の中で、「食糧の需要は今後も増加し

続け、需要と供給のバランスはますます厳

しくなる。複雑で厳しい国際情勢と相まっ

て、食糧安全保障を確保するために我々は

手綱をしっかり握らなければならない。よ

り多くの食糧を生産し、備蓄をすることが

望ましい。食糧過剰の圧力（ストレス）よ

り食糧不足によるストレスの方がはるかに

深刻だからである」と主張した。これこそ

中国の状況認識と対応といっていい。

もちろんトウモロコシも重要ではあるが、

中国のトウモロコシ輸入先はウクライナ、

ロシアなど幅広く、米国への依存は限定さ

れている。大豆はブラジル、米国の２カ国

に極端に依存しているため、脆弱性が高い

ことが背景にある。物流面でみても、小麦

やトウモロコシはロシア、ウクライナ、中

央アジアなどから鉄道を利用して輸入可能

である一方、ブラジルからの輸入は太平洋、

した中で、2018年にトランプ米大統領が貿

易摩擦を提起し、やがて「米中経済戦争」と

もいわれる事態に発展した。2018年の中国

の米国からの大豆輸入量は前年比49.4%減

の1,664万トンへと急減し、対米輸入依存率

は一気に18.9%までに縮小した。その代わ

りにブラジルからの輸入量は前年比29.8%

増の6,608万トンまでに拡大し、対ブラジル

の大豆輸入依存率は75.1%までに上がった。

その後、2020年に米中合意ができ、米国か

らの大豆輸入量は摩擦前の水準に回復した。

だが、2020年１月に始まった新型コロナウ

イルスの感染拡大は世界のサプライチェー

ンの大混乱を引き起こし、各国の自国第一

主義、経済安全保障重視の意識が高まった

ことで、米中対立は貿易の範疇を超えて、

ITや半導体など先端技術の対中輸出禁止等

の制裁までにエスカレートした。

（4）　食料安全保障としての大豆増産

「米中対立」は現在主に、半導体や通信機

器など先端的製品・技術を主戦場にしてい

るが、中国は資源、食料も含めた対外依存

への警戒心を高めている。中国最大の通信

機器メーカー、華為技術（ファーウェイ）

が2020年にはスマートフォンで世界第２位

にまでなりながら、トランプ、バイデンの

両政権が同社を商務省のエンティティリス

トに載せ、先端的な半導体の供給を打ち切

ったことで、ファーウェイはスマートフォ

ン事業を大幅に縮小せざるをえなかった。

特定の製品、技術の禁輸措置が持つ破壊力

を中国は目の当たりにしたことで、食糧に
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補償額と比較した相対的なものである。ま

た、もともと大豆の生産者補償制度は先行

したトウモロコシの生産者補償制度に吸収

併合される形で形成された（後述）もので

ある。したがって、大豆の生産者補償制度

を理解するにはまず、トウモロコシの生産

者補償制度を理解することが前提となる。

ここでは、トウモロコシの生産者補償制度

を概観したうえで、大豆の生産者補償制度

及びその補償額の引上げ効果について分析

する（阮（2015）、（2017）参照）。

ａ　トウモロコシ価格支持政策の破綻と

生産者補償制度の模索

中国では1953年から工業化の原資を確保

するため、食糧買付価格を低く抑え義務的

に供出させる「食管制度」を実施してきた。

工業化が大きく進んだ2004年に、この農家

に対する搾取的な食管制度を廃止するとと

もに、食糧主産地で重点食糧品目に「最低

買付価格」に基づく価格支持制度を導入し

た。これは、「最低買付価格」など政府の決

めた支持価格を市場価格が下回った場合、

主要産地において政府による支持価格での

無制限買付を義務づけた制度である。その

目的は市場供給を維持し農家の利益を守る

ことである。

価格支持制度の対象品目は、米（2004年）

から小麦（2006年）、トウモロコシ（2007

年）、大豆と菜種（2008年）、綿花と砂糖

（2011年）へと段階的に拡大した。

また、全国ではなくそれぞれの主要産地

のみで、実施された。トウモロコシと大豆

大西洋のいずれの航路を使うにしろ、中国

がシーレーンを確保できない航路であり、

代替輸入にも大きなリスクがある。究極の

選択が国内生産の拡大であった。大豆は中

国人の食卓に欠かせない豚肉生産の重要な

飼料原料であり、豊かになった中国人にと

って「第２の主食」という認識も強まって

いる。

２　大豆振興の措置とその効果

米中摩擦が勃発した翌年の2019年に「国

産大豆振興計画」が農業農村部によって公

布され、大豆増産が奨励されるようになっ

た。実は大豆生産を増やそうという振興策

の模索は2014年頃からすでに始まっていた。

ただ、これは破綻したトウモロコシの価格

支持政策の改革と連動した主にWTO農業合

意を順守するための改革策であり、同時に

生態系保全、生産性改善などの目的も兼ね

る。主な措置は大豆の生産者補償制度の実

施、トウモロコシと大豆の輪作体系の構築、

トウモロコシと大豆の混作の模索、完全生

産コスト保険と収入保険の試行からなる。

（1）　大豆の生産者補償制度

大豆振興の主な措置のうち、2017年から

導入された大豆生産者補償制度の役割が大

きい。大豆生産者補償単価が近年大幅に引

上げられたことが、大豆の作付面積の拡大

に大きく貢献したとみられる。ただ、農家

にとって大豆の生産者補償額の高低は、栽

培時期が同じとなるトウモロコシの生産者
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ウモロコシの大半は支持価格によって政府

に買付された。2012～15年までの４年合計

の買付量は２億8,281万トンに達し、その多

くを売れないまま政府在庫として抱え、ト

ウモロコシの政府在庫は中国を除く世界の

在庫の２倍以上に達し、中国農政にとって

重い負担としてのしかかった。

価格支持制度が機能するためには国内価

格が輸入価格より低いという前提条件が必

要であるが、2012年以降の中国はそうした

状況ではなくなった。その背景には、2001

年に中国がWTO加盟時に受諾した関税等

国境措置が先進国に比べても低い事情があ

った。

こうして、トウモロコシに関する中国の

価格支持政策は実質的に破綻し、政策の転

換が不可欠となった。ただ、トウモロコシ

生産者の数や生産量と需要量、そして改革

に必要な財政資金はいずれも巨大であるた

め、政策転換の影響が大きく、失敗が許さ

れない。そのため、漸進的手法という考え

方に基づき、まず、輸入量がすでに多く国

内生産量が少ない大豆と綿花を対象に、

2014～16年の３年間に一部の主要産地に限

の実施産地は黒龍江省、吉林省、遼寧省、

内蒙古自治区からなる東北４省・区に限定

された。2007、08年の段階で全国の生産量

に占める東北４省・区の割合はすでにトウ

モロコシ３割、大豆５割となっていた。

2007年の世界穀物市場の高騰を受けて、

中国政府は国内増産の方針を採り、また

人件費等生産コストの上昇を受けて農家

の所得向上により他産業との所得格差を縮

小させるために、2008年から順次支持価格

を大幅に引き上げた。2007～14年の間に、

支持価格はジャポニカ米で106.7％、小麦

で71.0％、トウモロコシで60.0％、大豆で

24.3％（2008～13年の間）引き上げられた。

これによって穀物生産の収益性が高まり、

穀物生産農家の所得が向上し、穀物生産量

は2015年まで連続12年間の増産となった。

そのうち、最も増産したのはトウモロコシ

である。

支持価格の大幅引上げによって国産食糧

の大増産がもたらされた反面、2012年頃か

ら国産品価格が輸入品の価格を上回るよう

になった。こうしたトウモロコシの輸入品

と国産品の価格差は年々拡大し、2015年に

なると両者の差がトウモロコシの最高関税

率の65％に迫り、防波堤としての関税の役

割は機能しなくなる寸前の状態となった。

実際に、輸入品が安いため、中国の養豚

企業や飼料メーカーは中国のトウモロコシ

ではなく、安い輸入品を使うようになり、

トウモロコシやトウモロコシの代替品とな

る大麦や高粱等の輸入が急増した（第５図）。

中国の需要者が使わなくなった中国産のト

7,000
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5,000
4,000
3,000
2,000
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0

第5図　中国の穀物輸入量

資料　中国国家統計局、中国海関総署

（万トン）
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政府想定を超えた市場価格の下落リスクは

生産者が負うことになる。それに対して、

2014～16年に大豆に実施した「目標価格」

は市場価格の下落リスクに対する補償がな

される点が異なる。

ｂ　生産抑制的なトウモロコシの生産者

補償制度

トウモロコシの生産者補償制度はWTO

農業協定において当面削減対象とならない

品目特定の国内助成、いわゆる生産抑制的

な「青の政策」として設定されている。ト

ウモロコシや大豆等飼料原料の需要が拡大

している中国では、なぜ生産抑制的な「青

の政策」を目指したのか。これは、中国が

2001年に交わしたWTO加盟時の農業合意

で、行ってよい生産刺激的な農業助成の枠

が極めて小さく定められたためである。

WTOルールは、先進国主導の下で生産

刺激的な農業助成、いわゆる「黄色の政策」

について実績主義を採用している。それが

中国にとって不利であるのは、中国はWTO

加盟まで生産刺激的な国内農業助成を行っ

ておらず、実績がないためである。手厚い

農業保護を行っていた先進国と違って、中

国がWTOにおいて認められる国内農業助成

の上限は、削減対象となる生産刺激的国内

助成合計量（AMS）の計算から除外される

「デミニマス」（最低限の助成）の範囲内だ

けとなった。また、デミニマスの大きさも、

品目別の国内助成、品目を特定しない国内

総助成ともに、途上国に適用される10％で

はなく、途上国と先進国の５％との間の

って価格支持制度から「目標価格制度」（米

国で実施している不足払いに相当）への転

換テストを実施した。大豆の目標価格試行

の実施地域は、価格支持政策と同様に東北

４省・区に限定している。

「目標価格制度」は、価格支持制度と同様

に「農家の所得補償」と「生産量の維持」

という２つの政策目的を有している。異な

るのは、価格支持制度が市場価格への介入

（政府の支持価格による買付）で生産意欲

を高めて目的を達成するのに対して、目標

価格制度は政府の買付をやめて価格形成を

市場に委ねる一方、政府が設定した「目標

価格」と市場価格の差額を生産者への直接

所得補償で生産意欲を維持する点である。

３年試行の結果では、目標価格制度はト

ウモロコシへの実施は不適切だと判断され、

2016年にトウモロコシへの価格支持制度を

廃止した時に、「生産者補償制度」という直

接支払いが適用されるようになった。

生産者補償制度とは、買付と価格形成を

市場にゆだね、支持価格に含まれている生

産者補償を分離して、「生産者に合理的な収

益を補償する」制度となる。トウモロコシ

の生産者補償制度も、価格支持政策の時期

と同様に、東北４省・区に限定して実施さ

れる。国は、４省・区への単位面積当たり

の補償基準を同一のものにし、支払対象面

積は４省・区の過去実績（2014年）を基準

にして数年間固定する。具体的な支払方法

等の制度設計は各省・区の自主性に任せた。

トウモロコシの生産者補償制度は収穫する

前にあらかじめ決められた単価で支払われ、
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これは全国でみた過去実績の生産量の85％

を大幅に下回っているので、「基準となる生

産水準の85％以下に対するもの」という条

件を満たしている。

作付面積の削減等を含むトウモロコシの

青の政策は、生産抑制的である。抑制した

分を大豆の増産に回す形で、翌年の2017年

に大豆は2014～16年に試行した「目標価格

制度」を廃止して、トウモロコシと同様の

生産者補償制度が導入され、国の予算はト

ウモロコシと一つに統合され、品目間の配

分は地方政府に委ねられることとなった。
（注２） 地下水の枯渇や汚染が問題となっている一
部の地域では休耕も行われる。

ｃ　大豆の生産者補償額の引上げ

トウモロコシ生産抑制、大豆生産振興と

いう生産者補償制度の特徴は、その補償単

価の動きから見て取れる。ここでは、黒龍

江省に絞って生産者補償制度の実施状況を

見る。生産者補償制度の具体的な補償単価

や支払方法など制度設計の詳細は国が行わ

ずに、４省・区の自主性に任せており、国

による統一的な補償単価はもともとないか

らである。４省・区の中で黒龍江省は１省

単独で中国大豆作付総面積の５割弱も占め

る。そして、2022年に黒龍江省の大豆作付

面積は493万haと日本の全農産物作付面積

よりも大きい。

黒龍江省の大豆生産者補償単価は実施当

初の2017年に前年の目標価格より46.3%、

2018年にさらに前年比84.5%と連続の大幅な

引上げが行われた（第６図）。その後も大豆

振興の姿勢は調整があったものの、現在ま

8.5％に決められた。日本やEU、米国は早い

時期から手厚い国内農業助成を行ってきた

ため、これが過去実績として認められ、さ

らにデミニマスも使える。こうした先進国

の既得権益に比べて、経済成長とともに保

護策の拡充が不可欠とも言える膨大な零細

農家を抱える中国に与えられた生産刺激的

国内農業助成の枠は過酷なほどに小さいと

言わざるを得ない。こうした制限の下で、

増産効果の大きい「黄色の政策」をトウモ

ロコシに実施すればすぐにも8.5%の壁にぶ

つかることが確実であるため、当面削減対

象とならない品目特定の国内助成の「青の

政策」を選んだのである。

「青の政策」は、生産制限計画の下で支払

われる直接支払いのうち、①固定した面積

と単収に基づくもの、または②基準となる

生産水準の85％以下に対する政策であり、

生産抑制的である。

トウモロコシの生産者補償制度への転換

にあたって、中国はまず2020年までにトウ

モロコシの作付面積を、2014年に比べて全

国で少なくとも約１割に当たる333万ha

（5,000万ムー、１ha＝15ムー）削減するとい

うトウモロコシ生産制限計画を2015年に公

表した。そして、2016年に「輪作休耕制度

の試行を模索する方案」（注２）を公布して、

トウモロコシと大豆の輪作を奨励するよう

にした。

次に、生産者補償の支払い対象は過去実

績（2014年）の生産面積と生産量に固定し

ている。さらに対象地域は、全国生産量の

約45％を占める東北４省・区だけに限り、
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しかし、所得に生産者補償を加えると、

大豆の収益は同期間にトウモロコシの80～

126%に相当し、トウモロコシの収益を超え

る年も出るようになった（第８図）。具体的

に見ると、生産者補償を加えた収益で大豆

がトウモロコシより26.0%も高いのは2018

年であり、これにより次の2019年に大豆の

作付面積は前年比19.9%も拡大した（第９

図）。一方、生産者補償を加えた収益で大豆

がトウモロコシより20.5%も低い年は2020

年であり、次の2021年の大豆作付面積は前

年比19.5%も減少し、逆にトウモロコシ作

付面積は19.0%拡大した。

2021年のトウモロコシ作付面積の大幅拡

大は別の要因もある。これは、国内のトウ

で継続されている。その代わりに、トウモ

ロコシの生産者補償単価は2017年に前年比

13.3%、2018年に81.3%と大幅に引下げられ

た。金額ベースでみると、大豆生産者補償

単価は実施当初の2017年に173元/ムー（１元

＝約19円）とトウモロコシのそれを30%上回

るのみであったが、その後2018～22年の間

はトウモロコシのそれより3.6倍から12.8倍

も高い水準を維持している。大豆の生産者

補償単価をトウモロコシより大幅に高い水

準に維持している理由は、大豆の生産収益

がトウモロコシより大幅に低いためである。

黒龍江省の単位面積当たりの大豆とトウ

モロコシ生産の収益（所得）をみると、2017

～21年の５年間に、大豆はトウモロコシの

約３割から７割しかない（第７図）。最も高

い2017年でもトウモロコシの73.4%に留ま

り、最も低い2018年はトウモロコシの28.7%

に過ぎない。黒龍江省を含む東北４省・区

では気候の制約から年１回しか生産できず、

大豆にするかトウモロコシにするかを選択

するとき、こうした収益格差では、生産者

は当然トウモロコシの栽培を選ぶ。

350
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50
0

（元/ムー）

第6図　黒龍江省の大豆とトウモロコシの生産者
補償単価

資料　黒龍江省農業農村庁、財政庁
（注）　 大豆は2014～16年目標価格制度、2017年から生産者

補償制度。トウモロコシは2015年まで価格支持政策、
2016年から生産者補償制度。
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第7図　黒龍江省の大豆とトウモロコシの
生産収益（所得）

資料　中国『全国農産品成本収益資料』各年版
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第8図　黒龍江省の大豆とトウモロコシの収益
（所得+生産者補償）

資料　第7図に同じ
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ったのである。それによってトウモロコシ

の収益が2020年から大きく上昇し、家族労

賃と自作地地代を除くトウモロコシの純利

益も全国的に黒字となるようになった。

黒龍江省のトウモロコシの純利益を見る

と、2015～2019年の５年間に全国と同様に

ずっと赤字だったが、2020年にようやく黒

字に転じるようになり、2021年になると純

利益は前年比164.8%も上昇した（第１表）。

生産者補償額を含まないトウモロコシの収

益（所得）は、生産者補償額を含む大豆の

収益に近い水準に達したため、2021年のト

ウモロコシ作付面積の急速な拡大を促した

のである。一方2015年以降続いた大豆の純

利益の赤字状態は2021年にその赤字額が前

年比縮小したものの、赤字状態は変わらな

かった。

こうした状況の下で大豆の作付面積の拡

大を図るために、黒龍江省は2022年に大豆

の生産者補償単価を前年と同じ水準を維持

したが、トウモロコシの生産者補償額を前

モロコシ需要増に供給が追い付かず、過剰

在庫もほとんど消化されたことである。上

述したように2016年に実施したトウモロコ

シの生産者補償制度は生産抑制的であり、

その結果トウモロコシの全国の作付面積は

2020年になると実行前の2015年に対して

8.2%、370万haの減少となった。2020年後半

になると、在庫のトウモロコシも大部分消

化され、その時に養豚業のアフリカ豚熱流

行からの回復による飼料需要が拡大し、ト

ウモロコシ価格は大きく上昇するようにな

大豆 トウモロコシ
17年 18 19 20 21 17 18 19 20 21

収入(販売額) 527 479 462 645 829 661 751 768 1,038 1,158
生産費(注) 368 394 350 443 443 445 454 425 522 551
物財と作業委託等
借地地代
雇用

211
123
34

213
130
50

199
100
52

224
154
65

231
170
42

337
71
37

346
72
36

329
62
33

366
104
53

370
138
44

所得 159 85 112 202 387 217 296 344 516 607
家族労賃
自作地地代
純利益

118
171

△131

108
175

△198

123
252

△264

129
212

△138

131
291
△35

193
190

△167

192
218

△113

203
283

△143

223
252
41

194
304
109

生産者補償 173 320 255 238 248 133 25 30 38 68
所得+生産者補償 332 405 367 440 635 350 321 374 554 675
資料　第7図に同じ
（注） 　ここでいう生産費は物財費や借地地代、雇用労賃等の直接費用に限る。

第1表　黒龍江省の大豆とトウモロコシの生産費と収益
（単位　元/ムー）
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第9図　黒龍江省の大豆とトウモロコシの
作付面積

資料　第1図に同じ
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んどを大気中から固定することができ、ま

た窒素の一部は土中に残し土を肥やす。大

豆と輪作することにより、トウモロコシの

栽培に肥料や農薬の投入を減らすなど多く

のメリットがあり、農家は輪作体系を歓迎

し、助成を行う輪作の面積の拡大を求めて

いる。

そこで大豆の作付面積の拡大を促す目的

もあり、2022年に黒龍江省だけで中央財政

の助成による輪作面積は、1,500万ムー（100

万ha）に拡大することとなった。中央財政

からの助成は150元/ムーが維持されている。

この輪作面積の拡大は2022年の黒龍江省の

大豆作付面積の前年比26.9%増に貢献した

ことは間違いない。100万haの輪作面積は

2022年の黒龍江省大豆作付面積493万haの

20.3%にあたる。

全国的に見て輪作と休耕の合計面積は、

制度試行初年度の2016年の616万ムー（41万

ha）から、2022年に6,926万ムー（462万ha）

へと拡大したが、その中の大半は輪作とな

っている。それに対する中央財政の支払い

額は2016年の14.36億元から2022年の111.45

億元へと拡大した。

（3）　大豆とトウモロコシの混作

2022年の大豆作付面積の拡大は、上述の

輪作の他に、大豆とトウモロコシの混作試

行面積の拡大とも関係している。

大豆とトウモロコシの混作とは、トウモ

ロコシの畝を２～４列、大豆の畝を２～６

列一定間隔を置いて交互に栽培し、次の年

ではトウモロコシと大豆の畝の場所を交換

年比58.8%引下げたのである。これは2022年

に黒龍江省の大豆作付面積が前年比26.9%、

104万haの拡大につながった主な要因の一

つである。

（2）　大豆とトウモロコシの輪作体系の

回復

2022年の大豆作付面積の拡大は大豆とト

ウモロコシの輪作面積の拡大の恩恵も受け

ている。中国では輪作体系の模索はトウモ

ロコシの価格支持政策の破綻から生産者補

償制度の構築に至る改革の一環となってい

る。

上述したように、生産抑制的な「青の政

策」としてのトウモロコシ生産者補償制度

は輪作休耕を伴うものであるが、トウモロ

コシと大豆の輪作体系の回復を図ることに

もつながった。東北４省・区では、2016年

から３～５年の間に500万ムー（１ムー=

1/15ha）のトウモロコシ単作面積をトウモ

ロコシと大豆の輪作体系に転換したのであ

る。このトウモロコシと大豆の輪作を奨励

するために、中央財政は150元/ムー、地方

政府は最低50元/ムーの助成を行った。

もともと単一の作物を作り続けると特定

の病原菌などが増え、土壌の生物多様性や

養分バランスの崩壊など土の健康が損なわ

れる。輪作は土壌の有機物を増やし、土壌

養分のバランスを維持し、病虫害や雑草を

抑制するなど多面的な機能を持つ。特にタ

ンパク質含有量の高い大豆は成長段階での

窒素要求量が高いが、大豆の根粒菌の共生

窒素固定機能により必要とする窒素のほと
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幅に低下するからである。特にトウモロコ

シはその傾向がより鮮明に出る。また、ト

ウモロコシと大豆の必要な肥料は異なるた

め、お互いに影響しないようにそれぞれ単

独で施肥する必要がある。窒素が多く含ま

れるトウモロコシ用の肥料を撒くとき、大

豆側に行かないようにトウモロコシの根元

に側条施肥を行わなければならない。不注

意で大豆側に施肥をすれば大豆の葉の異常

な成長を促し、単収の大幅低下につながる。

第三に、混作に適する品種を選ぶ必要が

ある。トウモロコシはその葉が横ではなく、

上に向けて伸びる縦型の品種、一方の大豆

は弱光に強い品種が必要である。トウモロ

コシの葉が縦型であっても、成長の後期に

なると大豆には日当たりの問題が依然とし

て発生し、弱光耐性の強い大豆の品種が求

められる。混作に適した品種であれば、ト

ウモロコシは、背の低い大豆の横で風通し、

日照の条件が単作より良くなるため、２倍

に密植しても単作時とほぼ同じ単収を得ら

して輪作を行う栽培方法である（第10図）。

作物の混作は遥か昔から農家が狭い畑で行

ってきた栽培法であるが、単収を維持し、

機械化にも適する大規模な混作には開発と

研究が必要である。それは四川農業大学杨

文钰教授らによって2000年から進められて

きた。

混作のトウモロコシと大豆の単収を共に

単作時の単収とほぼ同じ水準に到達させる

ことが目標である。その実現には、いくつ

かの条件をクリアする必要がある。その主

なものは、第一に、栽植密度はトウモロコ

シが単作時の約２倍、大豆が単作時の７割

以上を維持する必要がある。つまり、混作

しても、トウモロコシの株数は単作時の株

数とほぼ同じ、大豆は単作時の７割以上の

株数を確保する。第二に、施肥量は単作時

の株毎の施肥量と同じにする必要がある。

これは、単作時の面積当たりの施肥量と、

混作時の面積当たりの施肥量を同じにする

と、株毎の肥料が大幅に不足し、単収が大

資料　筆者作成

第10図　トウモロコシと大豆混作のイメージ図

トウモロコシ トウモロコシ大豆
30cm60cm40cm65cm
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トウモロコシと大豆の混作トウモロコシの単作
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光耐性の強い大豆品種の開発も不可欠とな

る。

３　食用に特化してきた
　　中国大豆農家の課題

中国は2022年に史上最高の2,028万トンの

生産量を達成し、さらに増産する方針であ

る。その達成には解決すべき課題がいくつ

かあることは、2022年の大豆増産で生じた

混乱が示している。

最大の課題は中国の国産大豆の生産コス

トが米国やブラジルなどからの輸入大豆に

比べ、大幅に高い一方、中国国内の大豆価

格は農家にとって増産するほど魅力的な価

格ではないことである。2010～22年までの

12年間に、中国産大豆の大連先物価格は期

間中のほとんどで米国CBOTの大豆先物価

格より４割から２倍程度の水準にあり、米

州からの輸送料などを含めた中国到着価格

よりも２～５割ほど高い水準にある（第11

図）。中国産大豆に競争力がない理由はい

れる。これは2003年以降の延べ354万ヘク

タールの試験栽培で確認されている。トウ

モロコシの収量は変わらず、大豆の増産分

だけプラスとなるため、単作と比べた混作

の土地等価比率（LER）は1.42以上になる

という。

大豆とトウモロコシの混作面積は2022年

に前の年の46.7万からほぼ倍増の100万ha

（1,500万ムー）に拡大し、四川省や山東省

等全国16の省・区に広がっている。中央財

政は150元/ムー、地方財政から50元/ムー、

合わせて200元/ムーの助成が支払われる。

こうした大豆とトウモロコシの混作拡大

は2022年の大豆作付面積の拡大に貢献して

いるが、多くの課題も浮上してきた。最大

の課題は、単作より多くの労働時間が必要

になり、生産コストの大幅増加につながっ

ている。混作の場合、種まきから、除草、

収穫まで既存の機械が使えず、混作対応の

専用機械が必要になる。例えば、除草剤を

散布する場合、大豆とトウモロコシ用の除

草剤は別々で、もし散布範囲を誤ればもう

一方を枯らしてしまうため、遮断板を付け

るなど、機械の開発や改良が必要になる。

種まきと収穫も同様であり、混作対応の機

械でないと効率が大幅に低くなっている。

中国政府の方針である「第14次５か年全

国耕種業発展計画」では、大豆とトウモロ

コシの混作面積を2025年に333万haに増や

すと定められたが、その達成には混作対応

機械の普及が前提となろう。同時に、より

効率的な混作対応のトウモロコシ品種と弱

7,000
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5,000
4,000
3,000
2,000
1,000
0

（元/トン）

第11図　中国国産大豆の先物価格と輸入価格の比較

資料　中国海関総署、大連商品取引所、CBOT、中国人民銀行
（注）　 大連先物大豆1号はNonGMO大豆の終値となる。CBOTの

データは中国人民銀行のレートによって換算。
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が不足分として輸入している大豆は搾油と

飼料原料向けの低価格のGMO大豆である

一方、中国の農家が今、増産に取り組んで

いるのは直接、食用品に加工され、人の口

に入るNonGMO大豆という点である。中国

産大豆は国内でほとんど食用として消費さ

れているため、搾油と飼料原料向けの輸入

GMO大豆と異なる商品として、そのプレミ

アムが認められて輸入大豆より高い価格が

成立してきた。しかしここで問題となるの

は、食用の大豆需要は増えているが、それ

でも2022年に1,497万トンで、同年の国内大

豆生産量はこれを531万トンも超過してい

ることである（第14図）。結果的にこの国産

の531万トンは搾油と飼料原料向けになり、

安い輸入品と競争せざるを得ない。

中国の食用消費の大豆は今後も緩やかな

伸びしか示さず、2031年になっても年間

1,607万トンと22年より7.3%の増加に留まる

と中国農業農村部が予想している。2022年

に一人当たりの大豆食用消費量は中国が約

11kgと日本の約８kgを上回り、すでに世界

最高水準となっている。中国では古くから

豆腐や納豆、豆鼓、豆乳、腐乳、ゆばなど

くつかある。国産大豆はすべて非遺伝子組

み換え（NonGMO）品種であり、単収は

GMO品種の米国やブラジルの６割程度し

かない（第12図）。加えて、中国農家の平均

作付面積は米国やブラジルの数十分の一と

いう零細規模である。さらに中国では肥料

や地代、作業委託費等大豆生産コストが近

年大幅上昇している（第13図）。2022年に実

施された生産者補償や輪作助成など手厚い

助成があってもなお大豆生産の収益はトウ

モロコシより低い。中国が大豆を増産する

には、生産者補償単価の引上げなど現状よ

り手厚い助成策が必要になろう。

GMO問題は別の課題を提起している。中

国の大豆需要とのミスマッチである。中国
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0
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第12図　中・米・伯の大豆単収比較
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第13図　中国の大豆の生産コストと収入

資料　第7図に同じ
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第14図　中国大豆の国内消費構造

資料　農業農村部『中国農業展望報告（2022-2031）』
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実が示すのは、中国は少なくとも大豆に関

して、巨大な輸入国であり続け、世界との

協調を必要とする。経済安全保障の観点か

ら食料の完全な自給自足を目指す政策は世

界の大半の国にとって不可能である。中国

の大豆はその好例といってよい。
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多くの大豆加工品が消費されている。今

後、世界的にはベジタリアン向けや健康志

向などに食用大豆の需要拡大は期待できる

ものの、中国国内では限界がある。

中国で不足している搾油と飼料原料向け

の大豆生産を国内で拡大したいなら、輸入

大豆に対抗できる競争力を備える必要があ

る。中国政府は大豆の単収増加に向けて

GMO大豆の商業的栽培を検討していると伝

えられているが、それは食用の大豆を完全

に確保している前提の下で初めて可能にな

るだろう。つまり、中国最大の大豆産地で

ある黒龍江省などの東北地域は、GMO大豆

に汚染されないようにNonGMO大豆の清

浄地域としてガードされる必要がある。

むすびにかえて
―増産しても続く輸入依存構造―

2022年に中国は大豆増産によって、輸入

量が前年比5.6%減少したが、それでも量と

しては9,110万トンに達し、依然として世界

の全輸入量の６割弱を占める。もしこの

9,110万トンの大豆を中国で生産したらど

れぐらいの耕地が必要になるか。中国の

2022年の大豆単収をもって計算するとこの

9,110万トンの大豆を生産するには2021年の

中国農産物作付総面積の３割弱（27.3%）、

食糧作付総面積の４割弱（39.1％）にも相

当する4,599万haの面積が必要になる。コメ

や小麦という主食穀物の絶対自給を優先す

る中国では、これほど巨大な面積を大豆生

産に割くのは不可能と言ってよい。この事
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